
1第２７回調整力及び需給バランス評価等
に関する委員会 資料２

２０１８年４月１２日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

2018年1月22日～2月2日および2月22日の
東京エリア需給状況に関する分析について
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 広域機関は、2018年1月23日～25日、2月1日～2日および2月22日、東京電力ＰＧ供給区域（以下

「東京エリア」）の電気の需給の状況が悪化するおそれがあり、需給の状況を改善するため、業務規
程で定めるところにより、一般送配電事業者に対し、融通指示を計10回行った（融通指示対象期間：
2018年1月23日～26日、2月1日～2日、2月22日）。

 当該融通指示に係る東京エリアの需給状況について分析結果を取りまとめたので、報告する。

◆需給実績（融通指示後）
1月22日
（月）

1月23日
（火）

1月24日
（水）

1月25日
（木）

1月26日
（金）

2月１日
（木）

2月2日
（金）

2月22日
（木）

気象実績
（東京）

最高気温（℃）
最低気温（℃）

5.3℃
-0.5℃

10.0℃
-0.7℃

7.3℃
-1.8℃

4.0℃
-4.0℃

5.1℃
-3.1℃

6.3℃
0.6℃

3.8℃
0.5℃

5.7℃※1

1.5℃

天候 大雪一時曇 快晴 晴 快晴 晴一時曇 薄曇後雨 雪時々曇 みぞれ一時雪

需給
実績

発生時刻 18時 10時 19時 19時 19時 18時 11時 18時

需要（万kW） 5,101 4,641 4,927 5,110 5,124 4,978 5,266 4,810

供給力（万kW） 5,368 4,854 5,188 5,302 5,371 5,207 5,564 5,065

予備力（万kW） 267 213 261 192 247 229 298 255

予備率（％） 5.2 4.6 5.3 3.8 4.8 4.6 5.7 5.3

融通
指示

最大電力（万kW） — 150 200 100 137 263 250 202

受電電力量（万kWh） —
235

（22～24時）
2,919

（0～24時）
686

（17～24時）
2,190

（0～24時）
1,274

（16～24時）
4,576

（0～24時）
1,030

（16～22時）

電源Ⅰ´
発動実績

発動回数 1回 1回 2回 2回 2回 2回 2回 1回

発動時間
17時～20時 17時～20時

9時～12時
17時～20時

9時～12時
17時～20時

9時～12時
17時～20時

9時～12時
17時～20時

9時～12時
17時～20時 17時～20時

指令実績（万kWh）
107 100

149
149

149
149

149
149

149
149

180
149 179

応動実績（万kWh）
125 90

150
120

78
99

135
130

54
90

112
69 150

※1 0時付近の値、日中の 高気温は3℃程度
※  1月23日・1月25日・2月1日の融通指示は、翌日の1月24日・1月26日・2月2日の予備率改善のため。
※  需要については、DR実施後の値（1月23日を除く）
※ 需給実績については、速報値のため今後変更となる可能性がある。

はじめに
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（万ｋW）

需給検証
バランス

見通し（１月）

1月22日
月

（18時）

1月23日
火

（10時）

1月24日
水

（19時）

1月25日
木

（19時）

1月26日
金

（19時）

需給検証
バランス

見通し（２月）

2月1日
木

（18時）

2月2日
金

（11時）

2月22日
木

（18時）

大需要 4910 5101 4641 4927 5110 5124 4910 4978 5266 4810

供給力 5530 5368 4854 5188 5302 5371 5347 5207 5564 5065

予備力 620 267 213 261 192 247 437 229 298 255

予備率 12.6% 5.2% 4.6% 5.3% 3.8% 4.8% 8.9% 4.6% 5.7% 5.3%

需給検証との差分
大需要 +191 ▲ 269 +17 +200 +214 +68 +356 ▲ 100

供給力 ▲ 162 ▲ 676 ▲ 342 ▲ 228 ▲ 159 ▲ 140 217 ▲ 282
予備力 ▲ 353 ▲ 407 ▲ 359 ▲ 428 ▲ 373 ▲ 208 ▲ 139 ▲ 182

－ －

 東京エリアにおける供給力（kW）に関しては、2月2日を除き、2017年10月の需給検証にお
ける想定を下回る水準であった。

 東京エリアにおける予備力（kW）に関しては、いずれの日も2017年10月の需給検証におけ
る想定を下回る水準であった。

※ 現時点のデータであり、今後変更の可能性あり

はじめに
東京エリアの供給力及び予備力の状況



4（参考）今冬の東京エリアの電力需給状況について

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料5 2018年1月～2月に
おける東京エリアの電力需給状況について 抜粋
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 2017年度冬季については東京エリア以外も強い寒気の影響などにより、沖縄エリアを除
き厳寒H1想定を超える需要を記録している。なお、他エリアにおいては、需給ひっ迫に伴
う融通指示を実施するような状況には至っていない。

エリア 日付 時刻

需給実績
厳寒

Ｈ１想定※１

需要実績／想定

（％）最大需要
（万ｋＷ）

供給力
（万ｋＷ）

予備率
（％）

北海道 1月25日(木) 10時 525 599 14.1 516 102

東北 1月24日(水) 18時 1,461 1,545 5.7 1,392 105

東京 2月2日(金) 11時 5,266 5,564 5.7 
4,910

（4,960）
107

（106）

中部 1月25日(木) 18時 2,378 2,563 7.8 2,364 101

北陸 1月25日(木) 10時 541 611 12.8 512 106

関西 1月24日(水) 19時 2,560 2,762 7.9 
2,404

（2,421）
106

（106）

中国 1月25日(木) 10時 1,096 1,256 14.5 1,041 105

四国 1月24日(水) 19時 508 542 6.7 477 107

九州 2月6日(火) 19時 1,575 1,771 12.5 
1,514

（1,521）
104

（104）

沖縄 2月5日(月) 20時 114 155 35.8 117 94

はじめに
全国の状況

※1 厳寒H1想定の括弧内の数値はDR考慮前の値
※ 厳寒H1需要とは、冬季における厳しい気象条件（10年に1回程度の厳寒）における 大電力需要

※ 需給実績については速報値のため今後変更となる可能性がある。



6はじめに
分析の区分

 今般の融通指示について、国の審議会（電力・ガス基本政策小委員会）におい
て、資源エネルギー庁、電力・ガス取引監視等委員会（以下「監視等委員会」）、
広域機関が連携して、詳細な分析を実施し、融通の検証や、必要な対策の検討
を行うこととされている。

 本委員会や国の審議会（電力・ガス基本政策小委員会や制度設計専門会合）で
もこれまで議論されているとおり、今冬の融通指示に至った要因としては需給両
面の様々な要因が考えられるが、1月23日から2月2日までは厳しい寒波により
厳寒H1想定を超える高需要が連続して発生した期間であるのに対し、2月22日
は 大需要が厳寒H1想定を下回っており、需要面での要因が大きく異なること
から、今回の分析を分けて行うこととした。
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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料5 2018年1月～2月に
おける東京エリアの電力需給状況について 抜粋

（参考）今冬の東京エリアの電力需給状況の要因に関する考察と今後の検討
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万kW 5,101万kW
（18時）

4,927万kW
（19時）

5,110万kW
（19時）

5,124万kW
（19時）

5.3℃ / ‐0.5℃
（大雪一時曇）

10.0℃ / ‐0.7℃
（快晴）

7.3℃ / ‐1.8℃
（晴）

4.0℃ / ‐4.0℃
（快晴）

5.1℃ / ‐3.1℃
（晴一時曇）

1/22(月) 1/23(火) 1/24(水) 1/25(木) 1/26(金)

厳寒Ｈ１想定 4,910万kW （ＤＲ考慮後）
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万kW 4,978万kW
（18時）

5,266万kW
（11時）

1/29(月) 1/30(火) 1/31(水) 2/1(木) 2/2(金)

9.7℃ / ‐1.9℃
（晴後一時曇）

6.6℃ / 0.8℃
（晴時々曇）

9.2℃ / ‐1.0℃
（晴後薄曇）

6.3℃ / 0.6℃
（薄曇後雨）

3.8℃ / 0.5℃
（雪時々曇）

厳寒Ｈ１想定 4,910万kW （ＤＲ考慮後）
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万kW

2/22(木)

5.7℃ / 1.5℃
（みぞれ一時雪）

厳寒Ｈ１想定 4,910万kW
（ＤＲ考慮後）

℃
4,810万kW

（18時）

※ 需要は東京電力パワーグリッド株式会社でんき予報より、気温（ 高気温/ 低気温）および天候は気象庁公表の「東京」の値を記載

（参考）今冬の東京エリアの電力需要の状況について

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料5 2018年1月～2月に
おける東京エリアの電力需給状況について 抜粋

気温

気温
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 東京エリアでは、電源Ⅰに占める揚水の割合が多い、電源Ⅱの事前予約がなされていない、という
特性があり、また、電源の計画外停止が複数発生し電源Ⅱが減少したといった状況があった。

はじめに
東京エリアの特性について

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２８回）
資料６ １月下旬に行われた東京電力ＰＧへの広域融通について
抜粋



10（参考）計画値同時同量制度下における関係者の実務フロー

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料6 効率的かつ安定
的な電力需給バランスの確保に向けた制度環境整備につ
いて 抜粋



11（参考）平成２９年度向け及び平成３０年度向け調整力の公募結果（電源Ⅰ）
電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２６回）
資料４ 一般送配電事業者による調整力の公募調達結果等について
抜粋



12はじめに
各一般送配電事業者の電源Ⅰの構成について

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２８回）
資料６ １月下旬に行われた東京電力ＰＧへの広域融通について
抜粋



13（参考）平成２９年度向け及び平成３０年度向け調整力の公募結果（電源Ⅰ´）

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２６回）
資料４ 一般送配電事業者による調整力の公募調達結果等について
抜粋



14（参考）平成２９年度向け及び平成３０年度向け調整力の公募結果（電源Ⅱ）

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２６回）
資料４ 一般送配電事業者による調整力の公募調達結果等について
抜粋
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電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２５回）
資料５ 予備力削減等に向けた行動計画について
抜粋

はじめに
各一般送配電事業者の電源Ⅱの事前予約の状況
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１．2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況

(1) インバランス

ａ． FIT特例制度①想定誤差

ｂ． その他インバランス_小売電気事業者等の不足インバランス

(2) 火力発電所の計画外停止

(3) 複数日に亘る寒波に伴う想定を上回る需要増

(4) 要因ごとの需給ひっ迫への影響度

(5) まとめ

２．2018年2月22日の状況

(1) インバランス

(2) 火力発電所の計画外停止

(3) 前日からの気象予報の変動

(4) 要因ごとの需給ひっ迫への影響度

(5) まとめ

３．総括

目 次
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１. 2018年1月22日～26日、
2月1日～2日の状況



18１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（１）インバランス

（単位）［万kWh/⽇］
1/22(⽉) 1/23(⽕) 1/24(⽔) 1/25(⽊) 1/26(⾦) 2/1(⽊) 2/2(⾦)

融通 有 有 有 有 有 有

FIT①PVインバランス ▲ 330 3,732 2,877 2,124 1,999 943 ▲ 1,128
(%) -30.0% 93.7% 101.4% 66.6% 84.9% 58.7% 2820.0%

事業者インバランス
(FIT①PV除く)

1,431 253 ▲ 40 1,067 356 663 1,088
(%) 130.0% 6.3% -1.4% 33.4% 15.1% 41.3% -2720.0%

不⾜インバランス(推計) 1,101 3,985 2,837 3,191 2,355 1,606 ▲ 40
不⾜インバランス平均値 ※2
（⽉毎、平⽇ 融通⽇除く） 453 198

融通電⼒量 - 235 2,919 686 2,190 1,274 4,576

 1月22日～1月26日、2月1日～2日の、インバランス量（推計値）を以下に示す。
 各日の不足インバランスは、2月2日を除き、2017年度冬季（12月～2月）の実績の中で上

位に位置する大きな値であった※1。

※2 日量合計で不足インバランスが出た日のインバランス確報値の平均値
※ インバランスは不足側を正としている

以下に基づき算出
・料金精算用のインバランス確報値については、プロファイリングによる補正が入ることから、一般送配電事業者の
調整力使用量分をインバランスと考え算出した。

・ＦＩＴ特例制度①のインバランスについては、プロファイリングの影響により正確な値を得ることが困難である
ことから、ＦＩＴ特例制度①の計画値（配分値）と日射量等から推計した実績の差分を一般送配電事業者にて推計
※1 2017年度冬季（12～2月）の実績比較は上記によらずインバランス確報値で実施
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※ インバランスは不足側を正としている

 1月23日～26日、2月1日～2日の不足インバランスは、2月2日を除き、ＦＩＴ特例制度①に
よるインバランスが不足であったことが主な要因であることが分かる。

１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（１）インバランス



20（参考）東京エリアの不足インバランス日量
（2017年12月1日～2018年2月28日：90日分の確報値）

※ インバランスは不足側を正としている



21（参考）：ＦＩＴ特例①（太陽光）予測外れの推移

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２８回）
資料６ １月下旬に行われた東京電力ＰＧへの広域融通について
抜粋



22（参考）ＦＩＴ特例①（太陽光）の発電量予測のタイミング

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２８回）
資料６ １月下旬に行われた東京電力ＰＧへの広域融通について
抜粋



23（参考）各一般送配電事業者における太陽光発電量の予測について

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２７回）
資料８ 一般送配電事業者の需給調整業務における太陽光の発電量予測について
抜粋



24１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（１）インバランス ａ． FIT特例制度①想定誤差

 東京電力パワーグリッド株式会社における、1月22日の週のＦＩＴ特例制度①の発電予測の誤差に関
しては、融雪が前々日時点の想定通りに進まなかったことが要因。

 ただし、前日夕方時点や当日朝時点の想定誤差は、前々日時点の予測の想定誤差に比べ、相当縮
小していた。

東京電力パワー
グリッド株式会社
作成



25（参考）1月22日～26日のＦＩＴ特例①（太陽光）の予測について

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２８回）
資料６ １月下旬に行われた東京電力ＰＧへの広域融通について
抜粋



26１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（１）インバランス ａ． FIT特例制度①想定誤差

 1月23日～1月26日の太陽光想定誤差については、1月23日の太陽光想定誤差の状況や
融雪の進捗を考慮すれば、1月24日以降の前々日時点の予測において一定の改善がで
きた可能性も考えられるが、太陽光発電協会に確認したところ、現時点で速やかに改善を
期待するのは難しい状況である（資料２参考資料１，２参照）。

【参考】 「東京」の気温・降雪・積雪実績（気象庁公表データより）



27（参考）ＦＩＴ特例①（太陽光）の予測タイミングを遅らせた場合の効果試算①

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２７回）
資料８ 一般送配電事業者の需給調整業務における太陽光の発電量予測について
抜粋



28（参考）ＦＩＴ特例①（太陽光）の予測タイミングを遅らせた場合の効果試算②

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２７回）
資料８ 一般送配電事業者の需給調整業務における太陽光の発電量予測について
抜粋



29（参考）太陽光発電予測外れの影響を緩和する方策の検討

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２７回）
資料８ 一般送配電事業者の需給調整業務における太陽光の発電量予測について
抜粋



30１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（１）インバランス ａ． FIT特例制度①想定誤差

 一般送配電事業者においては、今回の事例も踏まえつつ、今後、各社がノウハウを共有
するなど協力し、予測精度向上の改善を図っていく必要があると考えられる。

 また、太陽光発電想定誤差への対応については、国の審議会（再生可能エネルギー大量
導入・次世代ネットワーク小委員会、電力・ガス基本政策小委員会）において役割分担の
在り方に関する議論がなされ、「現在の「ピーク需要の7％」という調整力確保の基準が十
分か、定量的に検証した上で負担の在り方についても検討が必要」、「小売電気事業者や
発電事業者も一定の役割を担っていくべき」との方向性が示されており、これらの議論に
留意する必要がある。

 今回、東京エリアではH3需要に対して12.7％を超える太陽光予測外れが発生したが、今

後の再生可能エネルギーの導入拡大を踏まえるとこのようなケースの発生が増加する可
能性が高い。

 一般送配電事業者は調整力（電源Ⅰ：H3需要の7％）以上の予測変動には域内の発電余

力（電源Ⅱの余力）も含めて対応しているが、大きな太陽光の予測変動等の場合には、直
前の見積もりが不確定な電源Ⅱの余力が結果的に域内に残っておらず、広域融通を行わ
ざるを得ない状況があることから、本委員会においても、今後の再エネ大量導入や需給調
整市場に関する議論も踏まえつつ、適切な調整力の調達・運用の在り方を検討していく。



31（参考）一般送配電事業者の予測精度を高める取組を促進

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２７回）
資料８ 一般送配電事業者の需給調整業務における太陽光の発電量予測について
抜粋



32（参考）電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２８回）
資料６ １月下旬に行われた東京電力ＰＧへの広域融通について



33（参考）再エネ予測変動分への対応に関する議論

総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー
分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量
導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第3回） 資料2 系
統制約の克服に向けた対応について（その２） 抜粋



34（参考）再エネ予測変動分への対応に関する議論

総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー
分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量
導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第4回） 資料2 系
統制約の克服に向けた対応について（その３） 抜粋



35（参考）再エネ予測変動分の調整にかかる役割分担の在り方

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料6 効率的かつ安定
的な電力需給バランスの確保に向けた制度環境整備につ
いて 抜粋



36（参考）再エネ予測変動分への対応に関する議論

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料6 効率的かつ安定
的な電力需給バランスの確保に向けた制度環境整備につ
いて 抜粋



37１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（１）インバランス ｂ． その他インバランス_小売電気事業者等の不足インバランス

 不足インバランスについて、スポット市場や時間前市場の買い入札が十分であったか、融
通指示と時間前市場の関係がどのようになっているのか、という点に着目し、スポット市場
の約定価格や約定量、時間前市場の約定価格の 高値や約定量をそれぞれ確認したと
ころ、融通に関わるほとんどの期間については価格の上昇や取引量の増加が見受けられ
た。小売電気事業者の調達活動がある程度活発に行われたと推測される。

 ただし、事業者インバランスが一定量発生している日もあることから、今後、各事業
者の運用実態やその背景を丁寧に把握することが必要ではないか。

 なお、国の審議会（電力・ガス基本政策小委員会）において、１月下旬に需給がひっ
迫した間、東京エリアのインバランスは総じて不足していたが、インバランス料金は
必ずしもひっ迫状況に応じて上昇していなかったと報告されていることに留意する必
要がある。

 これ以上の小売電気事業者の行動等については、個社の情報に関する詳細な分析
が必要であり、別途、広域機関も協力しつつ、資源エネルギー庁及び監視等委員会
にて対応していただくことが必要ではないか。



38（参考）インバランス精算単価の算定方法

 インバランス精算の単価は、卸電力取引所における市場価格をベースとしつつ、全国大
のインバランス発生量が余剰のときは市場価格より低めに、不足のときは市場価格より高
めになるような調整項を用いて算定されており、昨年10月に算定方式が一部見直された。

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第7回） 資料6 効率的かつ安定的な電力需
給バランスの確保に向けた制度環境整備について 一部抜粋改変

α︓系統全体の需給状況に応じた調整項
β︓各地域ごとの需給調整コストの⽔準差を反映する調整項
（β＝当該地域の年平均の需給調整コスト－全国の年平均の需給調整コスト）

インバランス精算単価＝スポット市場価格と１時間前市場価格の30分毎の加重平均値×α＋β

北海道 東 北 東 京 中 部 北 陸 関 ⻄ 中 国 四 国 九 州 沖 縄
2016年度 -0.25 -0.29 2.63 1.75 -3.90 1.84 -0.60 -1.76 1.54 -0.97
2017年度 0.23 -0.31 1.22 0.62 -1.97 0.52 -0.05 -0.90 0.19 0.41

<2016年4⽉~2017年9⽉>

α︓変動幅を制限する激変緩和措置の程度を軽減
（算定に⽤いる⼊札曲線の両端除外幅を２０％から３％に変更）
β︓地域ごとの市場価格差を反映する調整項に変更
（β＝精算⽉の全コマにおけるエリアプライスとシステムプライスの差分の中央値）

北海道 東 北 東 京 中 部 北 陸 関 ⻄ 中 国 四 国 九 州 沖 縄
2018年1⽉ 1.22 -0.04 -0.04 -0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.00 0.00 
2018年2⽉ 0.55 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

<2017年10⽉~>



39（参考）インバランス料金の上限値・下限値の設定方法

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第7回） 資料6 効率的かつ安定
的な電力需給バランスの確保に向けた制度環境整備につ
いて 抜粋



40（参考）インバランス料金制度の検討の進め方及び検討体制

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第7回） 資料6 効率的かつ安定
的な電力需給バランスの確保に向けた制度環境整備につ
いて 抜粋



41（参考）スポット・時間前市場の約定量と価格（1月22日～26日、2月1日～2日）

スポット市場
エリアプライス
（東京） 高値

[円/kWh]
25.91 23.75 35.1 36.1 36 30 50



42（参考）東京エリアのスポット価格の推移について

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料5 2018年1月～2月に
おける東京エリアの電力需給状況について 抜粋



43（参考）東京エリアのエリアインバランスとインバランス料金

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料6 効率的かつ安定
的な電力需給バランスの確保に向けた制度環境整備につ
いて 抜粋



44

 また、計画値同時同量制度の下では、当日の需要が計画を大きく上回ると見込まれると
きは、需要計画を見直し、追加的な調達を行うことが求められる。

 国の審議会（電力・ガス基本政策小委員会）において報告されているとおり、１月下旬の
大雪・厳寒に際し、需要の変動に対応して計画を随時見直した小売電気事業者は必ずし
も多くなかったと考えられる一方、計画見直しの少ない事業者ほど多くインバランスを発生
する傾向がみられた。

１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（１）インバランス ｂ． その他インバランス_小売電気事業者等の不足インバランス

 国の審議会（電力・ガス基本政策小委員会）において、前日計画提出後、需要変動
等の状況変化に対応した計画見直しについては、いつ、どのような場合に行うか、
一定のルールがあるものではないが、計画見直しの有無はインバランスの多寡に直
結することを踏まえ、今後、各事業者の運用実態やその背景を丁寧に分析しつつ、
望ましい計画見直しの在り方を検討していくこととする方向性が示されている。

 今後、資源エネルギー庁の検討に広域機関も協力していく。



45（参考）需給ひっ迫時の計画見直しとインバランス

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料6 効率的かつ安定
的な電力需給バランスの確保に向けた制度環境整備につ
いて 抜粋



46（参考）状況変化に対応した計画見直しの在り方

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料6 効率的かつ安定
的な電力需給バランスの確保に向けた制度環境整備につ
いて 抜粋



47１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（２）火力発電所の計画外停止

 需給ひっ迫に特に関わりがあると考えられる、1月22日～26日、2月1日～2日の東京エリアに接続す
る火力発電機※1について、計画外停止量を確認したところ、以下の通りであった。

 これらの計画外停止がなければ、需給状況は改善していたと考えられる。
 仮に、計画外停止率2.6％※2で、250万kWの計画外停止を評価した場合、7％程度の発生確率となる。

日によって異なるが、下記の計画外停止は稀頻度とまでは言えないものの、平均よりは多いレベル
ではないか。

※1 需給検証で2017年度冬季実績のデータ収集対象とした事業者分
※2 第25回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料４ 参考資料「電源の計画外停止率の調査結果」
※ 今回調査した計画外停止の量は各日のピーク断面の数値

 東京エリアに接続する火力発電機※の計画外停止量（MW）を、モンテカルロシミュレーションを用いて
算出した。

 発電機は、東京エリアに接続する火力発電機※のうち、計画段階（2017年度冬季見通し）で、2月に供
給力を計上しているものを対象とし、定格出力（送電端）で評価した。（定格出力計4,378万kW)

※需給検証で2017年度冬季実績のデータ収集対象とした事業者分

※需給検証で2017年度冬季実績のデータ収集対象とした事業者分。系統制約等により必ずしも全量が東京エリアへの影響量とはならない。

1月22日～1月26日、2月１日、2日の火力計画外停止量 送電端（万kW）

日付 1/22(月) 1/23(火) 1/24(水) 1/25(木) 1/26(金) 2/1(木) 2/2(金)

計画外停止 ▲ 289 ▲ 360 ▲ 342 ▲ 342 ▲ 301 ▲ 125 ▲ 148

2017年度冬季の見通し（2月分）をベースに、第25回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会にお
いてご報告した、火力総合の計画外停止率2.6％を適用したシミュレーションによる計画外停止量の試算を
行った。

（参考）モンテカルロシミュレーションの前提
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①

②
③④

⑤

➅⑦

※需給検証で2017年度冬季見通しのデータ収集対象とした事業者分

 ⇒今回の融通に関係する期間の計画外停止量は概ね250万kW以上
（確率的には約7％以下、300万kW以上の計画外停止量は約3％以下となる）

1/22(月) 1/23(火) 1/24(水) 1/25(木) 1/26(金) 2/1(木) 2/2(金)

計画外停止※
▲ 289

①
▲ 360

②
▲ 342

③
▲ 342

④
▲ 301

⑤
▲ 125

⑥
▲ 148

⑦

（参考）計画外停止量のデュレーションカーブ（N=1,004,400）
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 1月22日～26日、2月1日～2日における、東京エリアに接続する火力発電機※1の定期検査
等のための計画停止量について、冬季見通し・実績※2がどの程度変化したかを確認した。

 今回確認した範囲での見通し時点からの計画停止量について、1月22日～24日は計画通
りだった一方、1月25日、26日、2月1日、2日は定期検査等の早期終了により、96万kW減
少した。

 なお、1月22日～26日、2月1日～2日には東京エリアに接続する火力発電機※1で需給停止
（BS）しているものはなかった。

日付 1/22 1/23 1/24 1/25 1/26 2/1 2/2

見通し 220 235 235 235 235 305 305

実績 220 235 235 139 139 208 208

差分 0 0 0 ‐96 ‐96 ‐96 ‐96

（万kW）

※1 需給検証で2017年度冬季実績のデータ収集対象とした事業者分
※2 JEPXの発電情報公開システム（HJKS）の発電機の停止実績も参考に、見通しとの差異理由が補修等による停止である電源の

供給力増減分を差分としてカウントした。
※ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（参考）定期検査等の計画停止量について



50１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（３）複数日に亘る寒波に伴う想定を上回る需要増

2017年12月～2018年2月のうち、1月22日～2月2日を除く平日については、2017

年秋の需給検証で想定した需要（日々の 大電力、以降同じ）と気温の相関関係を

保っていた。しかしながら、1月22日～2月2日については、記録的低気温が継続し

た影響で暖房機器の使用が変わり※、需要が増加したと考えられる。特に、2月2日

については、早朝からの降雪の影響により、さらに大幅に需要が増加したと考えら

れる。

また、日平均気温に着目した場合、1月下旬は20年～30年振りの低い水準であっ

た。

※ 記録的低気温の継続により、暖房機器の設定温度が上がる等の影響と推測
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12/1～1/21,2/3～2/28（平日18時 大発生日）

1/22～2/1 18時時点需要

【最⼤】今冬の最⼤電⼒の動向 東京電力パワーグリッド株式会社作成

 今冬の最⼤電⼒（送電端１⽇最⼤）は、2/2に発⽣した5,266万kW。
 2/2は電源Ⅰʻ発動によるＤＲの影響により、▲27万kW需要押し下げ。
 冬期需給検証における厳寒Ｈ１想定値（4,960万kW）を⼤きく上回ったが、1/22以降、
記録的な低気温が継続したことにより、暖房機器の使い⽅が変化したこと等が要因。

【今冬の最⼤電⼒の動向】

※気温は、当社エリア内加重平均発生時気温 （℃）

（万kW：送電端）

 ’17年度（H1）︓5,293万kW【最⼤発⽣時気温︓1.8℃】(DR補正後)

※12～2月の平日18時 大発生日、1/22～2/1は 大発生時に関わらず18時需要（DR補正後）

電源Ⅰʻ補正後の数字。

※2/2のみ11時を表記（DR補正後）

 ■︓需給検証（厳寒H1）︓4,960万kW【同︓0.4℃】

+約：160万kW

+約：250万kW

約：▲96万kW

1/22以降、記

録的な低気温
が継続したこ
とにより、暖房
機器の使い方
が変化した影
響

2/2:早朝から

の降雪により
暖房機器の
使用が更に増
加した影響

発⽣時気温が︓+1.4℃⾼く
前3⽇平均気温が︓▲0.5℃低かった影響



52【気温】（⽇平均気温）の発⽣状況 東京電力パワーグリッド株式会社作成

 1月下旬以降平年を大幅に下回る日が継続して発生。

 特に1月下旬の日平均気温は、20年～30年振りの水準。

【12⽉以降の⽇平均気温の推移】

（℃）

平年値

今年度

 1/25 ︓▲0.1℃ ‘962/2以来約22年振りの⽔準
 1/25,26平均︓0.1℃ ’84以来34年振りの⽔準
 1⽉下旬平均︓2.5℃ 過去30年で最低の2006年1⽉上旬の2.3℃と同程度

 2/22（⽊）︓2.7℃

【広域機関事務局追記】1⽉22⽇〜2⽉2⽇については、記録的低気温が継続した影
響で暖房機器の使⽤が変わり、需要が増加したと考えられる。 特に、2⽉2⽇について
は、早朝からの降雪の影響により、さらに⼤幅に需要が増加したと考えられる。



53（参考）東京エリアの2017年度冬季H１実績について

※1 夏季、冬季の需給検証における厳気象H1想定値
※2 DRによる需要削減実績を需要実績に加算

H1 H3（供給計画値）
H1×1.03－
H3×1.01

2017年度（夏季想定） 5,600（※1） 5,253（夏季） 462

2018年度（夏季想定） 5,637（※1） 5,316（夏季） 437

2017年度（冬季想定） 4,960（※1） 4,715（冬季） 347

2017年度冬季実績
（※2） 5,293（実績） 4,715（冬季） 690

＜電源Ⅰ´必要量＞
夏季及び冬季における厳しい気象条件（10年に1回程度の猛暑及び厳寒）における 大電力需要（以下、「厳気

象Ｈ１需要」）が 大となる月について、次式により算定される値とする。
電源Ⅰ´＝（厳気象H1需要×103％）－（平年H3需要×101％＋電源Ⅰ必要量）

※算定値が０以下の場合、電源Ⅰ´募集量は０とする。

 仮に、2017年度冬季のH1実績における電源Ⅰ、Ⅰ´の必要量を（厳気象H1需要×103％）－（平年H3
需要×101％）で試算すると以下の通りとなり、夏季よりも大きな値となった。

 2017年度冬季のH1時は想定から乖離が大きい状態であったと言えるのではないか。

（万kW）
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 今回の需給ひっ迫は、主に、①高需要の継続、②太陽光発電の発電量の予測外れ（イン
バランスの増加）※、③火力発電所の計画外停止等が複合的に影響したもの。ここでは、
以下の仮定の下、各要因を補うための供給力がkWhベースでどの程度必要だったかの試
算を行うことで、各要因の影響度を分析した。

【高需要の継続の影響量】
・ 2017年度冬季の厳気象H1想定需要のロードカーブの日電力量をベースとする。
・ 2017年度冬季のH1を記録した2月2日については、その日電力量とベースの日電力量

の差分を需要増分として算出。
・ それ以外の日については、当該日の日電力量と、2月2日の日電力量の比をベースの日

電力量を乗じて新たなベースの日電力量を算出しそれとの差分を需要増分として算出。
⇒ 当該期間中は、高需要が継続したことを踏まえ、2017年度冬季のH1が需給検証想定

通りであり、その前に比較的高需要が継続したといった場合をベースにおいた。

【太陽光発電下振れの影響量】
・ 太陽光発電についてはベースを昨年1月実績の平均相当（設備量差を考慮）とし、それと
実績の増減分を算出

【火力発電所の計画外停止の影響量】
・ 計画外停止による東京エリアに接続する火力の想定からの差分の発電電力量を算出。

１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（４）要因ごとの需給ひっ迫への影響度

※ ここではＦＩＴ特例制度①の予測外れの代替として、昨年１月実績の平均との差分を適用
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 各日における分析結果は以下の通りであり、融通実施日で見れば、影響量は概ね、1日
あたり9,000～13,000万kWh、合計68,000万kWhであった。

単位︔[万kWh/⽇]

1/22(⽉) 1/23(⽕) 1/24(⽔) 1/25(⽊) 1/26(⾦) 2/1(⽊) 2/2(⾦)
融通有無 有 有 有 有 有 有

供
給
⼒︵
予
備
⼒︶
の
必
要
量

⾼需要継続の
影響量

増減 ▲ 4,176 ▲ 4,037 ▲ 4,097 ▲ 4,308 ▲ 4,327 ▲ 4,205 ▲ 4,386
(%) -37.7% -31.0% -31.8% -36.1% -39.4% -39.3% -46.9%

太陽光発電下振れ
の影響量

（昨年実績差）
増減 ▲ 2,330 ▲ 2,501 ▲ 1,949 ▲ 798 ▲ 443 ▲ 1,257 ▲ 1,695
(%) -21.0% -19.2% -15.1% -6.7% -4.0% -11.7% -18.1%

⽕⼒発電計画外
停⽌の影響量※

増減 ▲ 4,586 ▲ 6,491 ▲ 6,820 ▲ 6,820 ▲ 6,206 ▲ 5,244 ▲ 3,279
(%) -41.3% -49.8% -53.0% -57.2% -56.5% -49.0% -35.0%

合計 ▲ 11,092 ▲ 13,028 ▲ 12,865 ▲ 11,926 ▲ 10,976 ▲ 10,705 ▲ 9,360

融通電⼒量 - 235 2,919 686 2,190 1,274 4,576

１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（４）要因ごとの需給ひっ迫への影響度

※ 当該日の停止時間が不明な電源については、単日・12時間停止と想定して算出した。



56

 需要増に大きな変化はないが、PVの下振れや火力の計画外停止が影響度変動の主な
要因となっている。

※ ＰＶは昨年１月の実績の平均との差分であり、ＦＩＴ特例制度①のインバランスを意味しないことに留意が必要

１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（４）要因ごとの需給ひっ迫への影響度
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 各要因の影響

 インバランスの影響については、各日で異なるものの、特に1月下旬については 太
陽光パネルに積もった雪の融雪が遅れたことによるFIT特例制度①の想定誤差に起
因する影響が大きい。

 火力の計画外停止は概ね250万kWであり、日によって異なるが、全てが稀頻度とまで
は言えないものの、平均よりは多いレベルであった。

 20年～30年振りの低気温により高需要が継続し、厳気象H1を超える需要が連続した。

これらの３つの要因により、復水が十分にできないままに調整力として活用する揚水発電
を多用せざるを得なかったことなどにより、東京エリアで稼働可能な調整力では十分な予
備率（3％）が確保できなくなったことから融通指示が必要になった。

１. 2018年1月22日～26日、2月1日～2日の状況
（５）まとめ
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（余 白）
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電源別の供給実績

発電により
可能量低下 ポンプにより

可能量増加

※広域機関システムでオンライン出力をもと作成した推定値

 週初めに想定外の需要増により、揚水発電使用量が増加し、その後週を通じた寒気によ
る高需要の継続やFIT想定誤差により、揚水上池への復水が困難な見通しとなったため、
他エリアからの融通により揚水供給力を回復することで調整力の確保を行った。

需給ひっ迫融通実施 需給ひっ迫融通実施

（参考）揚水発電ほかの状況について（1月22日～1月26日）

揚
水
発
電

揚
水
動
力

揚
水
発
電
可
能
量
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1/22(月) 1/23(火) 1/24(水) 1/25(木) 1/26(金)

 仮に、需給ひっ迫融通を実施しなかった場合、1月25日には揚水発電の上池が枯渇して
揚水供給力がゼロとなっていたと推測する。（下図②）

 また仮に、需給ひっ迫融通を実施せず、かつ、週の初めから50万kW供給力上積みができ
ていた場合※1、融通を実施しなくても揚水供給力は維持できたと推測する。（下図③）

（参考）揚水発電ほかの状況について（1月22日～1月26日）

①実績（融通を実施した実績）
②融通を実施しなかった場合
③融通を実施せず、仮に50万kW供給力を上積みした場合※1

※1 仮に火力の計画外停止が50万kW少なかった場合等を想定
※ 広域機関システムで確認した東京エリアに接続する揚水発電機のオンライン出力をもとに作成した

広域機関による推定値（①～③）

揚
水
発
電
可
能
量

揚水発電可能量
ゼロ

揚水発電可能量
ゼロ

需給ひっ迫融通実施

①

③

②

需給ひっ迫融通実施



61

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1,000

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

揚水(発電) 揚水動力(ポンプ) 揚水発電可能量(推定)万kW 万kWh

1/29(月) 1/30(火) 1/31(水) 2/1(木) 2/2(金)

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

01
:0
0

03
:0
0

05
:0
0

07
:0
0

09
:0
0

11
:0
0

13
:0
0

15
:0
0

17
:0
0

19
:0
0

21
:0
0

23
:0
0

火力 その他 揚水(発電) 需給ひっ迫融通受電量 需要万kW

1/29(月) 1/30(火) 1/31(水) 2/1(木) 2/2(金)

 週半ばまでは揚水供給力を維持できていたが、週末の寒波により需要が増加したため、
他エリアからの融通により揚水供給力の維持を行い調整力の確保を行った。

需給ひっ迫融通実施

（参考）揚水発電ほかの状況について（1月29日～2月2日）

電源別の供給実績

揚
水
発
電

揚
水
動
力

揚
水
発
電
可
能
量

※広域機関システムでオンライン出力をもと作成した推定値
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（参考）揚水発電ほかの状況について（1月29日～2月2日）

揚水発電可能量
ゼロ

需給ひっ迫融通実施

①実績（融通を実施した実績）
②融通を実施しなかった場合
③融通を実施せず、仮に50万kW供給力を上積みした場合※1

※1 仮に火力の計画外停止が50万kW少なかった場合等を想定
※ 広域機関システムで確認した東京エリアに接続する揚水発電機のオンライン出力をもとに作成した

広域機関による推定値（①～③）

 仮に、需給ひっ迫融通を実施しなかった場合、2月2日には揚水発電の上池が枯渇して揚
水供給力がゼロとなっていたと推測する。（下図②）

 また仮に、需給ひっ迫融通を実施せず、かつ、2月1日から50万kW供給力上積みができて
いた場合※1、融通を実施しなくても揚水供給力は維持できたと推測する。（下図③）

①

②

③

揚
水
発
電
可
能
量
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２. 2018年2月22日の状況



64２. 2018年2月22日の状況
（１）インバランス

（単位）［万kWh/⽇］

2/22(⽊)
融通 有

FIT①PVインバランス 1,528
(%) 40.8%

事業者インバランス
(FIT①PV除く)

2,219
(%) 59.2%

不⾜インバランス(推計) 3,747

不⾜インバランス平均値 ※2
（⽉毎、平⽇ 融通⽇除く） 198

融通電⼒量 1,030

 2月22日のインバランス量（推計値）を以下に示す。
 2月22日の不足インバランスは2017年度冬季（12月～2月）の実績の中で第2位に位置す

る大きな値であった※1。

以下に基づき算出
・料金精算用のインバランス確報値については、プロファイリングによる補正が入ることから、一般送配電事業者の調
整力使用量分をインバランスと考え算出した。

・ＦＩＴ特例制度①のインバランスについては、プロファイリングの影響により正確な値を得ることが困難であることから、
ＦＩＴ特例制度①の計画値（配分値）と日射量等から推計した実績の差分を一般送配電事業者にて推計
※1 2017年度冬季（12～2月）の実績比較は上記によらずインバランス確報値で実施

※2 日量合計で不足インバランスが出た日のインバランス確報値の平均値
※ インバランスは不足側を正としている
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凡例確認

※ インバランスは不足側を正としている

 2月22日の不足インバランスの内訳を見ると、FIT特例制度①のインバランスよりも事業者
インバランスの方が大きい。

２. 2018年2月22日の状況
（１）インバランス



66（参考）東京エリアの不足インバランス日量
（2017年12月1日～2018年2月28日：90日分の確報値）

※ インバランスは不足側を正としている
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 需給ひっ迫エリアの多くの小売電気事業者が調達不足の場合でも、スポット市場価
格が低廉であった場合は、時間前市場で高い価格で買い入札を行うインセンティブが
働きにくいことが考えられる。

 小売電気事業者がGC前に調達不足であるにもかかわらず、時間前市場で一定の価
格以上の買い入札を行わなかった可能性があることについて、事業者ヒアリングも行
いつつ、検証が必要である。

 しかしながら、こうした検証には市場での買い入札価格をはじめ個社の情報に関する
詳細な分析が必要であり、別途、広域機関も協力しつつ、資源エネルギー庁及び監
視等委員会にて対応していただくことが必要ではないか。

 さらに、国の審議会（電力・ガス基本政策小委員会）において、前日計画提出後、需
要変動等の状況変化に対応した計画見直しについては、いつ、どのような場合に行う
か、一定のルールがあるものではないが、計画見直しの有無はインバランスの多寡
に直結することを踏まえ、今後、各事業者の運用実態やその背景を丁寧に分析しつ
つ、望ましい計画見直しの在り方を検討していくこととする方向性が示されている。

 今後、資源エネルギー庁の検討に広域機関も協力していく。

 2月22日については、 1月下旬～2月初めに比べ、事業者インバランスが大きいにもかか
わらず、時間前市場の約定価格の 高値は25円であり、他の日と比較して上がってはい
なかった。

 なお、1月下旬～2月初めと同様、東京エリアのインバランスは総じて不足していたが、イン
バランス料金は2017年度冬季（12月～1月）の中では、必ずしもひっ迫状況に応じて上昇
していなかった。

２. 2018年2月22日の状況
（１）インバランス



68（参考）東京エリアのインバランス料金単価
（2017年12月1日～2018年2月28日：90日分の確報値）

1/22 1/26

2/1 2/2 2/22



69

 2月22日については、 1月下旬～2月初めに比べ、事業者インバランスが大きいにもかか
わらず、時間前市場の約定価格の 高値は25円であり、他の日と比較して上がってはい
なかった。

 なお、1月下旬～2月初めと同様、東京エリアのインバランスは総じて不足していたが、イン
バランス料金は2017年度冬季（12月～1月）の中では、必ずしもひっ迫状況に応じて上昇
していなかった。

※ 「卸電力市場の流動性向上の観点からの旧一般電気事業者（小売部門）の予備力確保の在り方について」

（平成２９年１０月３１日 電力・ガス取引監視等委員会、資源エネルギー庁、電力広域的運営推進機関）

 さらに、旧一般電気事業者（小売部門）である東京電力EPについては、昨年10月の
監視等委員会、資源エネルギー庁及び広域機関の予備力削減に関する三者連名文
書（※）（以下「ガイドライン」）に対応し、自主的に予備力削減等に向けた行動計画
（以下「行動計画」）を実施中であるが、2月22日はGC時点で調達不足の断面もあり、
時間前市場で買戻しを十分に行うことができなかった可能性もある。このため、今後、
監視等委員会において、資源エネルギー庁及び広域機関と連携しつつ、卸電力市場
における流動性向上に向けた取組も十分に考慮しつつ、検証を行う必要があるので
はないか。

 なお、行動計画に沿った取組の実施状況等については、監視等委員会が定期的に
モニタリングを行い、制度設計専門会合に報告することとなっている。

２. 2018年2月22日の状況
（１）インバランス
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スポット市場
エリアプライス
（東京） 高値

[円/kWh]
20 18.27 26.89 20 21

25円/kWh融通期間

（参考）スポット・時間前市場の約定量と価格



71（参考）旧一般電気事業者（小売部門）による予備力削減等に向けた行動
計画の位置づけ

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２５回）
資料５ 予備力削減等に向けた行動計画について
抜粋



72（参考）旧一般電気事業者（小売部門）の予備力の在り方について

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２５回）
資料５ 予備力削減等に向けた行動計画について
抜粋



73（参考）東京電力ＥＰによる段階的な予備力削減に向けた取組

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２５回）
資料５ 予備力削減等に向けた行動計画について
抜粋



74（参考）旧一般電気事業者（小売部門）による予備力削減等に向けた行動
計画に関する今後の電力・ガス取引監視等委員会の対応方針

電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２５回）
資料５ 予備力削減等に向けた行動計画について
抜粋
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 2月22日の東京エリアに接続する火力発電機※1の計画外停止量を確認したところ、以下
の通りであった。

 これらの計画外停止がなければ、需給状況は改善していたと考えられる。
 2月22日の計画外停止（167万kW）については、計画外停止率2.6％※2で評価した場合

25％の確率であり、稀頻度事象とは言えないものの、平均より多いレベルではないか。

 東京エリアに接続する火力発電機※の計画外停止量（MW）を、モンテカルロシミュレーションを用いて
算出した。

 発電機は、東京エリアに接続する火力発電機※のうち、計画段階（2017年度冬季見通し）で、2月に供
給力を計上しているものを対象とし、定格出力（送電端）で評価した。（定格出力計4,378万kW）

※需給検証で2017年度冬季実績のデータ収集対象とした事業者分

2/22(木)

計画外停止※ ▲ 167

※需給検証で2017年度冬季実績のデータ収集対象とした事業者分

2月22日の計画外停止量 送電端（万kW）

※1 需給検証で2017年度冬季実績のデータ収集対象とした事業者分
※2 第25回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料４ 参考資料「電源の計画外停止率の調査結果」
※ 今回調査した計画外停止の量は各日のピーク断面の数値

（参考）モンテカルロシミュレーションの前提

2017年度冬季の見通し（2月分）をベースに、第25回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会に
おいてご報告した火力総合の計画外停止率2.6％を適用したシミュレーションによる計画外停止量の試
算を行った。

２. 2018年2月22日の状況
（２）火力発電所の計画外停止
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①

②

⇒2月22日については、計画外停止量は167万kW
（確率的には約25％以下となる）

③④
⑤

（参考）計画外停止量のデュレーションカーブ（N=1,004,400）

1/22(月) 1/23(火) 1/24(水) 1/25(木) 1/26(金) 2/1(木) 2/2(金) 2/22(木)

計画外停止※
▲ 289

①
▲ 360

②
▲ 342

③
▲ 342

④
▲ 301

⑤
▲ 125

⑥
▲ 148

⑦
▲ 167

⑧

➅⑦
⑧

※需給検証で2017年度冬季見通しのデータ収集対象とした事業者分
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 2月22日における東京エリアに接続する火力発電機※1の定期検査等のための計画停止
量について、冬季見通し・実績※2がどの程度変化したかを確認した。

 今回確認した範囲での見通し時点からの計画停止量について、見通し時以降に新たに設
備トラブルに伴い計画された停止により、2月22日は43万kW増加した。

 なお、2月22日には東京エリアに接続する火力発電機※1で需給停止（BS）しているものは
なかった。

日付 2/22

見通し 345

実績 389

差分 43

（万kW）

※1 需給検証で2017年度冬季実績のデータ収集対象とした事業者分
※2 JEPXの発電情報公開システム（HJKS）の発電機の停止実績も参考に、見通しとの差異理由が補修等による停止である電源の

供給力増減分を差分としてカウントした。
※ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（参考）定期検査等の計画停止量について



78２. 2018年2月22日の状況
（３）前日からの気象予報の変動

 2月22日の需給状況については、1月22日～26日、2月1日～2日とは大きく異なり、高需要

が継続していたという状況ではなかったが、当初想定していたH3需要4,715万kWを多少上

回るレベル（4,810万kW）での、融通受電となった。

 2月22日の東京エリアについては、極めて稀な前日からの気象予報の変動により、需要が

急増する結果となった。（資料２参考資料３参照）

 この需要の急増がインバランスに影響していると考えられる。
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 想定外に需要が増加したため他エリアからの融通により揚水供給力の維持を行い調整力
を確保した。

※1 仮に火力の計画外停止が50万kW少なかった場合等を想定
※ 広域機関システムで確認した東京エリアに接続する揚水発

電機のオンライン出力をもとに作成した広域機関に
よる推定値（①～④）

①実績（融通を実施した実績）
②融通を実施しなかった場合
③融通を実施せず、仮に50万kW供給力を

上積みした場合※1

④融通を実施せず、上池満水の場合

揚
水
発
電
可
能
量

①

③

②

需給ひっ迫融通実施

④

揚
水
発
電
可
能
量

揚
水
発
電

揚
水
動
力

（参考）揚水発電ほかの状況について（2月22日）

需給ひっ迫融通実施
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 2月22日については、単発の事象であることから、厳気象Ｈ１相当の日電力量をベースに
置いて検討した。

 需要は厳気象Ｈ１からは低いレベルであることから、1月下旬～2月初めの事象のように仮
定を置きkWhベースの影響量試算を実施したところ、需要増に関する部分は余剰側であり、
PV※や火力の計画外停止に起因する部分が大きかったのではないかと推測される。

単位︔[万kWh/⽇]

２/22(⽉)
融通有無 有

供
給
⼒︵
予
備
⼒︶
の
必
要
量

厳気象H1想定
との差

増減 2,774
(%) 101.4%

太陽光発電下振れ
の影響量

（昨年実績差）
増減 ▲ 1,867
(%) -68.3%

⽕⼒発電計画外
停⽌の影響量※

増減 ▲ 3,642
(%) -133.2%

合計 ▲ 2,735

融通電⼒量 1,030

２. 2018年2月22日の状況
（４）要因ごとの需給ひっ迫への影響度

1月下旬～2月初めの事象のように仮定を置きkWhベースの影
響量試算をしたところ、需要側では、余剰となり評価できない※当該日の停止時間が不明な電源については、

単日・12時間停止と想定して算出した。

※ ここではＦＩＴ特例制度①の予測外れの代替として、昨年2月実績の平均との差分を適用



81２. 2018年2月22日の状況
（５）まとめ

 2月22日の事象については以下が考えられる。

 インバランスについては、2017年度冬季（12月～2月）の実績の中で第２位に位置する
大きな値であり、また、ＦＩＴ特例制度①のインバランスよりも事業者インバランスの方が
大きい。

 しかしながら、通常、厳気象H1を超えるような需要でなければ、インバランスや太陽光
想定誤差については一般送配事業者の調整力で対応できるものと考える。

 また、火力の計画外停止は167万kWであり、稀頻度とまでは言えないものの、平均より
は多いレベルであった。

上記の状況でありながら、極めて稀な気象予報の急変により、需要想定が大きくずれると
いう事象が発生し、これによりインバランスが生じたことで、当日に東京エリアで稼働可能
な調整力では十分な予備率（3％）が確保できなくなったことから、融通指示が必要になっ
た。



82３．総括

 1月22日～26日、2月1日～2日の事象については以下の通り考えられる。

 1月23日～26日、2月1日～2日については、稀頻度とまでも言えないものの平均以上
の火力計画外停止に、ＦＩＴ特例制度①想定誤差と高需要の継続という偶発的な事象
が重なった。その結果、復水が十分できないまま、調整力として活用する揚水発電を多
用せざるを得ず、東京エリアで稼働可能な調整力では十分な予備率（3％）が確保でき
なくなったと考えられる。例えば、仮に復水を電源Ⅰの調整力提供者が行う、あるいは
電源Ⅱの事前予約等を実施すれば少なくとも融通指示量は減少していたといえるので
はないか。

 現状、電源Ⅰ調整力募集量（7％）については、電源Ⅱ調整力の余力が相当程度期待
できることを前提にエリアで一律に設定されており、一般送配電事業者は、調整力とし
て電源Ⅱの余力について活用可能であるものの、あくまで余力であり、需給ひっ迫や、
市場取引の結果、電源Ⅱの余力がなくなれば活用できないこともあり得る。また、東京
エリアでは、電力システム改革に伴うライセンス制導入の趣旨や卸電力市場の流動性
向上に向けた取組等を踏まえ、調整力の必要量を確保できないおそれがあるときで
あっても、電源Ⅱの事前予約のような対応も分社化後はとられていない。



83３．総括

 今後、本委員会において、資源エネルギー庁や監視等委員会と連携しつつ、 2020年の発
送電分離が進んだ状況、電源Ⅱの事前予約の在り方、再エネ大量導入や需給調整市場
に関する議論を考慮に入れつつ、今回の需給ひっ迫事象も踏まえ、適切な調整力の調
達・運用の在り方を検討していく。

 事業者インバランスを抑制するため、広域機関において、適正な計画策定や供給力確保
に関する事業者に対する監視・指導等を継続していく。また、必要に応じて更なる対策等
についても関係機関と連携しながら検討していく。

 さらに、今冬のような需給ひっ迫が見込まれる場合に、広域機関の会員である電気事業
者に対して的確にその状況を周知するとともに、必要に応じて適切な対応を促す仕組みを
検討していく。



84（参考）揚水発電と融通指示の状況

総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・
ガス基本政策小委員会（第8回） 資料5 2018年1月～2月に
おける東京エリアの電力需給状況について 抜粋



85（参考）電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第２８回）
資料６ １月下旬に行われた東京電力ＰＧへの広域融通について



86３．総括

 2月22日の事象については以下の通り考えられる。

 需要が厳寒H1高需要ではなく、この点は前半の1/23～2/2の要因とは異なっており、
2/2以降需給がやや安定化したところでリスク事象が発現した。2月22日の事象のよう
な極めて稀な気象変動であり、事前に予測できない事象については、融通による対応
もやむを得ない面があるのではないか。

 現状、電源Ⅰ調整力募集量（7％）については、電源Ⅱ調整力の余力が相当程度期待
できることを前提にエリアで一律に設定されており、一般送配電事業者は、調整力とし
て電源Ⅱの余力について活用可能であるものの、あくまで余力であり、需給ひっ迫や、
市場取引の結果、電源Ⅱの余力がなくなれば活用できないこともあり得る。

 今後、本委員会において、資源エネルギー庁や監視等委員会と連携しつつ、 2020年
の発送電分離が進んだ状況、再エネ大量導入や需給調整市場に関する議論を考慮
に入れつつ、今回の需給ひっ迫事象も踏まえ、適切な調整力の調達・運用の在り方を
検討していく。

 事業者インバランスを抑制するため、広域機関において、適正な計画策定や供給力確
保に関する事業者に対する監視・指導等を継続していく。また、必要に応じて更なる対
策等についても関係機関と連携しながら検討していく。

 さらに、今冬のような需給ひっ迫が見込まれる場合に、広域機関の会員である電気事
業者に対して的確にその状況を周知するとともに、必要に応じて適切な対応を促す仕
組みを検討していく。
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① 需要要因について

 2017年度冬季については、気象庁の「平成30年冬の天候の特徴とその要因につい
て」※にもあるとおり、西日本では1986年冬（1985年12月～1986年2月）以降32年間で

も寒い冬となったこともあり、全国ほとんどのエリアについて厳気象H1想定を超過
した。

 特に東京エリアにおいては、1月下旬から2月初めにかけて記録的な低気温が継続し
たことにより、高需要が継続したことを確認した。

 今後の需給検証において冬季の見通しを検討する際には、2017年度冬季の実績を
反映した条件で進めていくこととしたい。

 なお、今回、電源Ⅰ´として複数回、連続のDR発動が行われた。回数を重ねると実効
力が低下するという課題もあったものの、需給ひっ迫への対応として需要抑制の一定
の効果は確実に認められた。

３．総括

 今回ご報告したそれぞれの要因についての対応は以下の通り。

※気象庁ＨＰ 「平成30年冬の天候の特徴とその要因について」
http://www.jma.go.jp/jma/press/1803/05b/h30fuyunotenkou20180305.html



88３．総括

② インバランスの要因について

・FIT特例制度①インバランスについて

 今回の事象では、融雪の考慮が課題であり、前日の夕方時点では当日の実績を踏まえた想定

により精度の向上が見られるものの、翌々日の融雪考慮については、過去実績等から困難で

あった。ただし、今回の事象において、前日夕方時点や当日朝時点の想定誤差は、前々日時点

の予測の想定誤差に比べ、相当縮小していたことに留意する必要がある。

 一般送配電事業者においては、今回の事例も踏まえつつ、今後、各社がノウハウを共有するな

ど協力し、予測精度向上の改善を図っていただきたい。

 また、太陽光発電想定誤差への対応については、国の審議会（再生可能エネルギー大量導入・

次世代ネットワーク小委員会、電力・ガス基本政策小委員会）において役割分担の在り方に関

する議論がなされ、「現在の「ピーク需要の7％」という調整力確保の基準が十分か、定量的に検

証した上で負担の在り方についても検討が必要」、「小売電気事業者や発電事業者も一定の役

割を担っていくべき」との方向性が示されており、これらの議論に留意する必要がある。

 今回、東京エリアではH3需要に対して12.7％を超える太陽光予測外れが発生したが、今後の再

生可能エネルギーの導入拡大を踏まえるとこのようなケースの発生が増加する可能性が高い。

 一般送配電事業者は調整力（電源Ⅰ：H3需要の7％）以上の予測変動には域内の発電余力（電

源Ⅱの余力）も含めて対応しているが、大きな太陽光の予測変動等の場合には、直前の見積も

りが不確定な電源Ⅱの余力が結果的に域内に残っておらず、広域融通を行わざるを得ない状

況があることから、本委員会においても、今後の再エネ大量導入や需給調整市場に関する議論

も踏まえつつ、適切な調整力の調達・運用の在り方を検討していくこととしたい。
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② インバランスの要因について

・その他インバランス_小売電気事業者等の不足インバランスについて

 今回の事象では、その他インバランスの影響が も大きかったのは2月22日であった。
気象予報の変動による需要の見直しについてはやむを得ない面もあるが、それに伴
うインバランスが比較的大きかったことは課題と考えられる。

 事業者インバランスを抑制するため、広域機関において、適正な計画策定や供給力
確保に関する事業者に対する監視・指導等を継続していく。また、必要に応じて更な
る対策等についても関係機関と連携しながら検討していく。

 スポット市場や時間前市場における小売電気事業者の行動等については、個社の情
報に関する詳細な分析が必要であり、別途、広域機関も協力しつつ、資源エネル
ギー庁及び監視等委員会にて対応していただきたい。

３．総括
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③ 前日からの気象予報の変更に対応した運用

 前日からの気象予報の変更については、稀頻度ではあるものの、これに複数の火力
発電等の計画外停止が重なると、特に東京エリアでは一気に厳しい需給状況となる。

 需給状況の急変に伴う、融通実施はやむを得ない面があると考えられる。しかしなが
ら、時間前市場が一時的に停止する等、利用者への影響もあることから、今後の対
応としては、広域機関による融通以外の対応として、リスク発現時に備え、予め一般
送配電事業者と広域機関間での情報共有について検討を行いたい。

 さらに、リスク対応として、複数の火力発電機の計画外停止が発生した場合は、これ
に備えた調整力の確保策の在り方を広域機関、一般送配電事業者で検討することと
したい。

④ 火力発電機の計画外停止について

 今回の融通に関連する期間に複数の火力発電機が150万kW～350万kW程度計画外
停止していたことを確認した。平均の計画外停止率2.6％で評価した場合は、日によっ
て異なるものの、稀頻度とは言えないまでも平均よりは大きいレベルと考えられること
を確認した。

 今回の事象についても、必要予備力算定のために実施することとしている電源の計
画外停止率に関にする継続調査の中で取り込み、今後の必要予備力検討に反映さ
せていく。

３．総括
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融通期間（2018年1月23日～26日）について

指⽰時間
2018年
1⽉23⽇
21:30

2018年
1⽉23⽇
22:48

2018年
1⽉24⽇

1:51

2018年
1⽉25⽇
16:30

2018年
1⽉25⽇
21:04

対象期間 1⽉23⽇
22:00~24:00

1⽉24⽇
0:00~6:00

1⽉24⽇
6:00~24:00

1⽉25⽇
17:00~24:00

1⽉26⽇
0:00~24:00

最⼤値 150万kW 200万kW 200万kW 100万kW 137万kW

送電会社 東北電⼒
中部電⼒

東北電⼒
中部電⼒

北海道電⼒
東北電⼒
関⻄電⼒
中国電⼒
九州電⼒

東北電⼒
中部電⼒
関⻄電⼒

北海道電⼒
東北電⼒
中部電⼒
北陸電⼒
関⻄電⼒

受電会社 東京電⼒PG 東京電⼒PG 東京電⼒PG 東京電⼒PG 東京電⼒PG

受付ロック時間 20:52~21:36 21:56~23:01 23⽇23:16
~24⽇2:14 15:50~16:40 19:19~21:18

ロック対象コマ 21:00~
24⽇2:30

22:00~
24⽇8:30 3:30~24:00 16:00~

24:00
21:30~

26⽇24:00

（参考）融通指示前の１時間前市場の停止時間について
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融通期間（2018年2月1日、2日、22日）について

指⽰時間
2018年
2⽉1⽇
15:27

2018年
2⽉1⽇
16:23

2018年
2⽉1⽇
21:44

2018年
2⽉2⽇
0:39

2018年
2⽉22⽇
15:48

対象期間 2⽉1⽇
16:00~24:00

2⽉1⽇
17:00~24:00

2⽉2⽇
0:00~7:00

2⽉2⽇
7:00~24:00

2⽉22⽇
16:00~24:00

最⼤値 203万kW 60万kW 250万kW 200万kW 202万kW

送電会社
北海道電⼒
東北電⼒
中部電⼒

中部電⼒
関⻄電⼒

北海道電⼒
東北電⼒
中部電⼒
関⻄電⼒

北海道電⼒
東北電⼒
中部電⼒
関⻄電⼒

北海道電⼒
東北電⼒
中部電⼒
北陸電⼒
関⻄電⼒

受電会社 東京電⼒PG 東京電⼒PG 東京電⼒PG 東京電⼒PG 東京電⼒PG

受付ロック時間 14:35~15:41 15:59~16:32 20:22~22:15 1⽇22:52~
2⽇1:04 14:48~15:49

ロック対象コマ 16:00~24:00 17:00~24:00 21:30~
2⽇9:30 4:30~24:00 18:30~24:00

（参考）融通指示前の１時間前市場の停止時間について



93３．総括

⑤ リスクケースの検討について

 東京エリアの揚水については、計画段階（供給計画、厳気象H1）とも上池満水を前提
に揚水供給力を算出しており、厳気象H1に対しては連続発生といったことは考慮され
ていない。また、2月22日についても上池は満水にされていなかったことを確認した。

 今回のように冬季に高需要が連続し、かつ、複数の火力発電機の計画外停止が発
生するようなリスクケースについても、揚水発電可能量を含めたkWhバランスを考慮し
た評価方法について検討を進めたい。



94３．総括

３． 中長期的な調整力の確保について

平成２９年度の供給計画では、従来の 大需要時の需給バランス評価だけでなく、再生可能エネルギーの増加を踏ま
えた軽負荷期の評価の必要性を確認し、一般送配電事業者から重点的にヒアリングを行った。その結果、２０１８年度の
軽負荷期の需給バランスにおいて、再生可能エネルギーの導入状況や需要が低いときには、複数のエリアで優先給電
ルールによる火力電源等の抑制や、再生可能エネルギー電源の抑制が必要となる可能性のあることが示された。

併せて軽負荷期の需給バランスの特徴として、以下のような様相にあることが確認できた。

 下げ代調整力が不足する中、昼間の余剰供給力を揚水動力により吸収することが期待されるが、その揚水発電能力
についてはエリア間で偏在している状況にあること。

 調整力を担う火力電源の系統並列台数が少ない中、夕刻の時間帯での太陽光発電供給力の急な減少に対応する
出力変化速度の速い調整力の必要性も高まっていること。

 太陽光発電の予測誤差（下振れ）が大きく、この影響で、厳気象時に備えて確保した調整力（電源Ⅰ´：需要の抑制）
を重負荷期以外に発動した実績もあり、予備力としての調整力の必要量も増加していること。

上記の再生可能エネルギー導入拡大に伴う軽負荷期での諸々の現象や、前述（２）の冬季 大需要時の太陽光発電
の予測誤差の影響などを勘案すると、電源Ⅱ調整力の余力が相当程度期待できることを前提に、エリアで一律に設定し
ている現状の電源Ⅰ調整力募集量（７％）の妥当性について、改めて検討する必要がある。

また、再生可能エネルギー電源を 大限に活用し、長期エネルギー需給見通しの下での安定供給と需給バランスの確
保を合理的に達成するためには、中長期的に必要な調整力電源が存在することと、必要な時期に必要な量とスペックの
調整力が確実に調達できる仕組みとなっていること、この双方が確立されていることが重要になってくる。そのため、本機
関としては、一般送配電事業者と連携をとって、必要な調整力が広域的、経済合理的に確実に調達できる仕組みとして
の需給調整市場について、その詳細設計の中で構築していくので、国においても制度導入の基本的考え方を踏まえて、
その確実な導入に向けて引き続き対応頂きたい。

平成３０年度供給計画の取りまとめについて（平成30年3月30日） 別紙２ 「平成30年度供給計画の取りまとめに関する経済産業大臣への
意見について」 ３．中長期的な調整力の確保について より抜粋

 また、エリア間の融通を複数回実施した今冬の事象を踏まえれば、平成30年度供給計画
の取りまとめに関する経済産業大臣意見に取り上げた現状の課題の重要性が、改めて確
認されたと考える。



95３．総括

 2017年度冬季のような需給ひっ迫が見込まれる場合に、当機関の会員である電気事業者
に対して的確にその状況を周知するとともに必要に応じて適切な対応を促す仕組みを検
討する必要がある。

今冬のような需給ひっ迫が見込まれるような場合に、国民や需要家全般に節電等の何らかの要請をする前の措置と
して、当機関の会員である電気事業者（発電・小売電気事業者）に対して的確にその状況を周知するとともに、必要に応
じて適切な対応を促す仕組みについて検討していくので、国においても、その仕組みの在り方について当機関と連携を
とって検討を進められたい。

平成３０年度供給計画の取りまとめについて（平成30年3月30日） 別紙２ 「平成30年度供給計画の取りまとめに関する経済産業大臣への
意見について」 ２．冬季を含めた残余需要 大時の需給バランス評価の必要性について より抜粋


